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1. はじめに 

 近年，アルミニウム歩道橋，歩道用アルミニウム床

版，道路橋用アルミニウム床版－鋼桁橋が建設される

ようになってきた．桁もアルミニウム合金で製作され

るようになれば，被災時緊急橋，耐震性に優れる橋，

メンテナンス・フリー橋を建設することができる． 

 0.2%耐力の高い 6000系アルミニウム合金を道路橋用

の桁に使用できるようにするために，図-1 に示すよう

な突起付き桁が提案された 1)．T 型断面の押出形材を摩

擦撹拌接合（FSW）で接合することにより製作される．

押出により任意の断面形状の形材の製造が可能である

ため，材料を最少にする断面形状が求められている．

本研究は，面内曲げを受ける突起付きアルミニウム合

金板の断面形状を決定する方法を与えることを目的と

する． 

2. 座屈係数と突起剛比の関係 

 図-2 に示す，面内曲げを受ける突起付き長方形板に

対して，座屈係数と突起剛比の関係，および座屈波長

を与える縦横比と突起剛比の関係が，過去の研究 2)の見

直しにより，それぞれ次式のように定式化される． 
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ここに，k：座屈係数， ba / ：縦横比，a：長方形板
 の長さ，b：板幅，s：パネルの総数，  DbEI r / ：突

起剛比，  btAr / ：突起断面積比，E：ヤング率，Ir：

一つの突起の断面二次モーメント，D：板曲げ剛性，Ar：

一つの突起の断面積，t：突起付き長方形板の板厚，c1，

c2，c4：表-1に示す係数．
 

3. 突起付き長方形板の断面積減少率 

 式(1)で与えられる突起付き長方形板の座屈強度と突

起無し長方形板の座屈強度を等置することにより，突

起無し長方形板の座屈強度を維持する，突起付き長方

形板の断面積減少率 ηが次式で与えられる．
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 







 











2

30

0

1
1 rcs

A

A

 

 (3)

 

ここに，A：突起付き長方形板の断面積，A0：突起無し

長方形板の断面積，β0：突起無し長方形板の幅厚比，β：

突起付き長方形板の幅厚比，βr：突起の幅厚比，
 

c3：

係数であり，片側突起の場合 1，両側突起の場合 2． 

さらに，式(3)の ξは次式で与えられる板厚比である． 
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ここで， 
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であり，μはポアソン比である． 

β0は次式で与えられる． 
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ここに，σ0.2：アルミニウム合金の 0.2%耐力，R：面内

曲げを受ける突起無し長方形板の幅厚比パラメータ． 

 アルミニウム合金 A6061-T6（σ0.2=245MPa）の片側突

起の長方形板に対する ηと βの関係を図-3 に示す．こ

こで，E=70GPa，μ=0.3，β0=74（R=0.94），βr=5 である．

図中の白丸は，突起付き長方形板が全体座屈を起こす 

 キーワード アルミニウム合金板，突起，面内曲げ，座屈強度，耐荷力 

 連絡先   〒565-0871 吹田市山田丘 2-1 大阪大学大学院工学研究科地球総合工学専攻 TEL06-6879-7618

表-1 c1，c2，c4の値 

s c1 c2 c4 

2 0.7 0 0.18 

3 1 0.92 0.25 

4 以上 1 1 0.25 

 

図-1 突起付き桁 図-2 面内曲げを受ける 

    突起付き長方形板 
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幅厚比の上限を示し，次式で与えられる．
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 図-3 から分かるように，s=4 と 5 に対する η の最小

値は，それぞれ 0.651，0.632 であり，s=5 に対する ηが

最も小さくなる．しかし，この程度の差であれば，幅

厚比 β が小さい，すなわち板厚が厚い s=4 の突起付き

長方形板が実際の設計ではよいと考える． 

 s=4 に対して，片側突起と両側突起の断面積減少率の

比較を図-4 に示す．同一の β に対して，片側突起の方

が両側突起より断面積減少率が小さくなるので，片側

突起の方が有利である． 

4. 突起付き長方形板の耐荷力 

 突起無し長方形板の座屈強度を維持するように決定

された突起付き長方形板が，突起無し長方形板の耐荷

力を維持していることを確認するために，汎用有限要

素解析プログラム MARC を用いて弾塑性有限変位解析

を行う．解析対象は 4 辺単純支持された片側突起の長

方形板である．荷重を強制回転によって与え，非載荷

辺の面内方向の変位を自由とする．長方形板の長さ a

に対して，  DbEI r / を式(2)に代入して，次式で与

えられる座屈波長を用いる． 
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 応力－ひずみ関係に対して，次式を使用する 3)． 
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ここに，ε：ひずみ，σ：応力，σ0.2：アルミニウム合金

の 0.2%耐力，n：ひずみ硬化パラメータ． 

 初期たわみに対して次式を仮定する． 
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 アルミニウム合金 A6061-T6（σ0.2=245MPa，n=29.1）

に対して，s=4 の片側突起の長方形板の耐荷力 σu/σ0.2と

幅厚比 βの関係を図-5に示す．ここで,β0=74，βMl=139

である．突起付き長方形板の耐荷力は，幅厚比が β0 か

ら βMlの範囲で，突起無し長方形板の耐荷力より大きく

なるが，βMl 以降で低下に転じる．したがって，突起付

き長方形板の耐荷力は，幅厚比が β0から βMlの範囲で，

突起無し長方形板の耐荷力を用いることによって安全 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

側に評価される． 

5. 結論 

 突起付き長方形板の断面積減少率と幅厚比の関係を

与え，断面積を減らすパネル総数として 4がよいこと，

ならびに片側突起が両側突起より有利であることを示

した．突起付き長方形板が全体座屈を起こす幅厚比の

範囲で，突起付き長方形板の耐荷力は，突起無し長方

形板の耐荷力を用いることによって安全側に評価され

ることを示した． 
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図-5 耐荷力と 

    幅厚比の関係 

図-4 片側突起と 

    両側突起の比較 
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図-3 ηと βの関係 
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